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富山県における雪起こし実施回数推定モデルの作成 

図子 光太郎（富山県農林水産総合技術センター森林研究所） 

 

Ⅰ はじめに 

 戦後拡大造林期に植栽された人工林の多くが本格的な利用期を迎え、主伐-再造林のながれが今後さ

らに加速すると予想される。しかし、木材価格の低迷により主伐収益の大幅な増加が見込めないなか、

再造林時の植栽や保育に要する経費は人件費などの上昇に伴い年々増加しており、林業の経営環境は

より厳しさを増している。とくに多雪地域や豪雪地域では積雪による樹幹の折れ、割れ、曲がりなど

の被害抑制および生育や成林率の向上のために雪起こしを必要とする場合がある。その実施期間は、

植栽木が積雪深の2～2.5倍に達するまでとされ（竹内 1998）、実施期間が10年以上に及ぶこともま

れではなく、こうした地域での林業採算性の確保をより困難なものにしている。雪起こし実施の多寡

は林業経営の成否を左右する要因であるにもかかわらず、それらについて十分な検討や見積もりが行

われないまま、主伐や再造林に踏み切る事例も散見される。これは、対象林分における雪起こしの実

施履歴や経費に関する記録がない、あるいは記録があっても十分に整理・分析がされておらず、有効

活用できないことが一因と考えられる。そこで本研究では、富山県農林水産公社から提供を受けた公

社営林の施業記録をもとに、県内人工林における雪起こしの実施回数を地形環境因子から予測するた

めの推定モデルを作成したので報告する。 

 

Ⅱ 方法 

 富山県内における雪起こしの実施回数を把握するため富山県農林水産公社（以下、公社）が管理す

る分収造林地の施業台帳を用いた。公社の分収造林事業は、1966（昭和41）年から2014（平成26）

年にかけ、7,459 ha（350事業地）の森林造成を実施した（図－１）。これは県内民有人工林面積の約

15％に相当する。公社の施業台帳には各種保

育施業を実施した年度および面積が事業地内

の小班毎に記載され、雪起こしについては実

施本数割合についても記されている。実施本

数割合は数％から100％まで事業地や年によ

って様々である。本研究では事業地毎の雪起

こしの実施回数を以下の式のように定義した。 

 
ここで yは事業地毎の雪起こし実施回数、r

は雪起こし実施木の本数割合、aは小班面積、

iは実施年度、jは小班である。 図－１．公社営林位置図 
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 雪起こし実施回数推定モデルの特徴量として供する地形環境因子として緯度、経度、標高、海岸線

からの距離、斜面傾斜、斜面方位（北からの偏差）、縦断曲率、水平曲率、開度、湿潤指数、平均年最

深積雪を用いた。このうち、海岸線からの距離、斜面傾斜、斜面方位、縦断曲率、開度（Wilson 1984）、

湿潤指数（Beven and Kirkby 1979）はGISに取り込んだ10 mメッシュの数値標高モデルから算出し

た。平均年最深積雪は相浦ら（2018）が提案したメッシュ気候値2010（気象庁 2012）の平均気温と

降水量から推定する手法を用い10mメッシュ毎に算出した。各団地の地形環境因子は事業地の範囲ポ

リゴンに含まれるセル値の平均とした。雪起こし実施回数の推定モデル作成には機械学習の一種であ

るeXtreme Gradient Boosting（XGBoost）を用いた。XGBoostは Gradient Boosting とランダムフォ

レストを組み合わせたアンサンブル学習であり、他の機械学習手法よりも予測精度において優れてい

るとする結果が報告されている（長谷川・羽森 2019）。解析にあたって統計解析ソフトウエアの R 

version 4.0.2（R Core Team 2020）とそのライブラリーである“xgboost”、“caret”を使用した。 

 

Ⅲ 結果および考察 

 含まれる事業地数が概ね20以上になるよう近隣の市町村（ただし、富山市については旧市町村によ

る）を組み合わせて県内を12の地域に分け、雪起こしの実施回数を比較した（図－２）。全事業地の

平均実施回数は2.9回であったが、地域間での差が大きく、地域間に統計的有意差が認められた（p < 

0.001）。実施回数が特に多いのは県中央部からやや東寄りに位置する上市・立山町であり（平均4.9

回）、次いで県中央部の富山市八尾町（平均4.0回）、県南西部の南砺市（平均3.8回）の順となった。

一方、県北西部における実施回数は総じて少なく、射水・高岡市では平均1.6回、小矢部市では平均

1.3回、氷見市では平均1.0回であった。ここには

示していないが、下刈り、除伐など他の初期保育施

業について実施回数を同様に地域間で比較したとこ

ろ、地域による実施回数の差は小さく、地域間によ

る統計的有意差も認めらなかった。このように雪起

こしは他の施業種に比べ実施回数や経費の地域差が

生じやすい施業といえる。 

 XGBoostを用いた雪起こし実施回数推定モデルの

予測値と実施実績との関係を図－３に示した。予測

値は実施回数の多い事業地においてやや頭打ちにな

る傾向を示したが、推定精度の指標である二乗平均

平方根誤差（RMSE）は0.91となり、実用的な精度を

有することが示された。XGBoostによる推定モデル

は推定値を算出するための具体的な数理モデルをも

たないことから、用いられた特徴量がモデルル内に

おいてどのような働きをするかについて明示するこ

図－２.地域別の雪起こし実施回数の比較 
箱中の太線が中央値、箱の下端が第一四分位、箱の

上端が第三四分位、ひげの両端が箱の長さの 1.5 

倍内にある最大値および最小値、ひげの外の黒丸

（●）は外れ値を表す。 
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とはできない。ただし、作成したモデルに

対する各特徴量の影響度については示すこ

とができる（図－４）。それによると雪起こ

し実施回数に対しては平均最深積雪の影響

度が突出した。植栽木の倒伏を引き起こす

雪の沈降圧や移動圧は積雪深に応じて連続

的に増加することから（石川 1969）、平均

最深積雪の影響が顕著となるのは当然の帰

結といえる。次いで影響度が高かったのは

経度であり、海岸線からの距離、緯度、開

度、斜面方位がそれに続く。緯度・経度は

積雪深分布推定にはよく用いられる変数で

ある（佐藤 1987；気象庁 2002）。また、中峠・北川（1976）は同じ北陸地域の福井県における積雪深

を海岸線からの距離と標高とを変数に用いることによってよく説明できるとしている。開度は風の影

響を介して生じる積雪深の局所変動をよく説明するとされている (Winstral et al. 2002)。さらに、

斜面方位によって積雪深が変化することもよく知られている（岡本ら 2004）。このようなことから、

比較的影響度の高かった特徴量は相浦ら（2018）のモデルでは表現しきれない積雪深分布の変動を補

完的に説明している可能性がある。そうした一方で、これらの地形環境因子は気温、日射量、降水量、

土壌水分量などの分布変動を介し、植栽木の生育に支配的な影響を及ぼすことが知られている（Zushi 

2007）。雪起こしの実施回数は積雪深と植栽木の樹高との関係によって決まることを考えると、ここで

作成した推定モデルは積雪深分布とスギの樹高生長の双方を反映した結果といえるかもしれない。 

 作成した推定モデルを用い、県内スギ林における雪起こし実施回数を推定し、マップ化した（図－

図－４.推定モデルに投入した特徴量の影 
響度 

図－３.雪起こし実施回数の実績と予測値と
の関係 

図－５.モデルから推定した県内スギ林における 

雪起こし回数 
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５）。県南西部の高標高地帯に実施回数が4回を上回るエリアが広く分布している。雪起こしの実施時

における本数割合は平均38％であることから、実施回数が4回を上回る地域では概ね10年以上にわ

たり雪起こしが必要であることを意味する。その一方で、県北西部の低標高地帯では実施回数が総じ

て少なく、一部には雪起こしがほとんど必要ないエリアも存在する。雪起こしは労力および経費が他

の保育施業と比べても非常に大きい施業であることから、経営的にはできるだけ実施回数を抑えるべ

きであるのはいうまでもないが、雪起こしの省力はしばしば形質や成林率の低下を招く（平 1987）。

したがって、ここで作成した推定モデルやマップを利用し、雪起こしの実施回数や経費を見積もり、

採算性の面から経費の妥当性を検討したうえで、主伐や再造林の可否を判定することが重要である。 
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